
 

 

 

平成 24 年度 国際戦略総合特別区域評価書【正】 

 

作成主体の名称：福岡県、北九州市、福岡市  

 

１ 国際戦略総合特別区域の名称 

   グリーンアジア国際戦略総合特区 

 

２ 総合特区計画の状況  

 ①総合特区計画の概要 

世界の環境課題対応先進国としてわが国が培ってきた、都市環境インフラ関連産業や

技術をパッケージ化してアジアの諸都市に提供するとともに、グリーンイノベーション

の新たな創造を更に推し進め、アジアとともに成長するため、規制の特例措置や税制・

財政・金融上の支援措置等を活用しながら、地域に蓄積された産業・技術・人材・ネッ

トワークなどの強みを活かし、アジアの活力を取り込むことで、グリーンイノベーショ

ンをアジアから世界に展開する拠点構築に係る取組を行っていく。 

 

②総合特区計画の目指す目標 

世界の環境課題対応先進国として我が国が培ってきた、都市環境インフラ関連産業や

技術をパッケージ化してアジアの諸都市に提供するとともに、グリーンイノベーション

の新たな創造を更に推し進め、アジアの活力を取り込み、アジアから世界に向けて展開

し、アジアとともに成長することを目指す。 

 

③総合特区の指定時期及び総合特区計画の認定時期 

  平成２３年１２月２２日指定 

  平成２４年 ３月 ９日認定（平成２５年２月１５日最終変更） 

 

３ 目標に向けた取組の進捗に関する評価（別紙１） 

①評価指標及び留保条件 

評価指標：当地域が貢献する環境を軸とした産業の年間売上高 

数値目標： 

年間売上高 約 0.2 兆円（平成 22 年 12 月現在）→約 5.2 兆円（平成 32 年 12 月） 

［平成 24 年実績 1.0 兆円、進捗度 144.1％］ 

  留保条件： 

該当なし 

 

 ②寄与度の考え方 

該当なし 

 



 

 ③総合特区として実現しようとする目標（数値目標を含む）の達成に、特区で実施する各

事業が連携することにより与える効果及び道筋  

   本特区では、地域に蓄積された、産業・技術・人材・ネットワークなどの強みを活か

し、アジアの活力を取り込むことで、グリーンイノベーションをアジアから世界に展開

する拠点となることを目指している。 

   具体的には、成長するアジアにおける喫緊の課題に対応するため、都市環境インフラ

のパッケージによるビジネス化を図る『Ⅰ「アジア低炭素化センター」によるパッケー

ジを中心にした環境ビジネスのアジア展開』に取り組む。その過程で培われる都市環境

インフラ等に関する構造化された知識とネットワークにより、相乗効果をもった形で、

世界各国の環境ニーズに対応した製品の開発・生産につながる『Ⅱグリーンイノベーシ

ョンを主導する産業拠点の形成』に取り組む。これら製品の材料を確保し、使用・廃棄

後のリサイクル等を進めるため、循環型社会システムの構築と希少資源の確保を図る『Ⅲ

資源リサイクル等に関する次世代拠点の形成と展開』に取り組み、将来的には高度なリ

サイクルシステムをアジアへ展開する。これらを進めていくことで、日本全体に波及効

果をもたらすことが可能な環境を軸とした産業拠点の形成を図る。 

   上記の３つの取組の下支えとして、マーケティング・セールス機能の充実、及びヒト・

モノ・カネの往来を加速する必要があるため、『Ⅳアジアとのネットワークを活用したシ

ームレスなビジネス環境の実現』に取り組み、広くアジアの市場を含むバリューチェー

ン構築を図り、アジアの成長活力を取り組んでいく。 

 

 ◇グリーンアジア国際戦略総合特区の概要（4本の柱） 

 

 

④目標達成に向けた実施スケジュール（別紙１－２） 

  本特区の 8つの事業は、概ね予定通り事業が進捗している。 

具体的には、アジアにおける水ビジネス案件の獲得、節電や電力需要の平準化の実現

に向けた設備整備・制度設計の実施、環境に配慮した自動車や省エネ・省資源に寄与す

る産業用ロボット、パワー半導体等の研究開発・製造に関する設備投資に着手した。ま

た、次世代有機 EL 及び次世代燃料電池の産学連携施設の整備により開発・実用化を加速



 

するとともに、レアメタルリサイクルの事業化に向けた実証等を行った。 

平成 25 年度以降も実施スケジュールに沿って事業を着実に実施していく。 

 

４ 規制の特例措置を活用した事業等の実績及び自己評価（別紙２） 

  国との協議の結果、現時点で実現可能なことが明らかとなった措置がこれまでに 3 件あ

り、事業の進捗に応じて、活用を行うこととしている。 

（一般国際戦略事業） 

・外国人招聘に係る手続きの簡素化 

  （既存の制度を活用するほか、本特区の案件で、かつ緊急を要する案件である場合は、

国と指定自治体とが協力し、手続きの簡素化・迅速化に向けて対応するもの） 

・圧縮水素運送自動車複合容器・附属品に対する刻印方式の特例の創設 

（圧縮水素運送自動車用複合容器及び付属品再検査時の刻印に代る措置として、必要事

項を打刻した証票貼付を可能とするもの） 

・水素ステーション併設に係る給油取扱所の規制 

（水素ステーションを併設した給油取扱所における水素ディスペンサーとガソリンディ

スペンサーの並列設置を可能とするもの） 

 

５ 財政・税制・金融支援の活用実績及び自己評価（別紙３） 

財政支援：12 事業 

 現時点では既存予算制度の枠組みで事業を実施している状況であり、本特区事業につ

いて、各府省の予算制度の重点配分、及び各府省庁の予算を補完する総合特別区域推進

調整費の活用が図られていない。積極的な財政支援について、引き続き国へ働きかけを

行っていく。 

・スマートコミュニティ創造事業（社会資本整備総合交付金） 

・東アジア海上高速グリーン物流網と拠点の形成（社会資本整備総合交付金） 

・グリーンイノベーション研究拠点形成（社会資本整備総合交付金） 

・東アジア海上高速グリーン物流網と拠点の形成（港湾機能高度化施設整備事業） 

・環境配慮型高機能・高コストパフォーマンス製品開発・生産拠点の構築（次世代半導

体回路構成実用化支援事業） 

・環境配慮型高機能・高コストパフォーマンス製品開発・生産拠点の構築（成長産業・

企業立地促進等事業費補助金） 

・環境配慮型高機能・高コストパフォーマンス製品開発・生産拠点の構築（成長産業・

企業立地促進等事業費補助金） 

・環境配慮型高機能・高コストパフォーマンス製品開発・生産拠点の構築（地域水素供

給インフラ技術・社会実証） 

・環境配慮型高機能・高コストパフォーマンス製品開発・生産拠点の構築（地域イノベ

ーション戦略支援プログラム） 

・グリーンイノベーション研究拠点形成（ＮＥＤＯ「固体酸化物形燃料電池を用いた事

業用発電システム要素技術開発」） 

・資源リサイクル等に関する次世代拠点の形成（レアアース・レアメタル使用量削減・



 

利用部品代替支援事業） 

・中小企業のアジア展開支援（ＡＰＥＣ中小企業ＣＥＯネットワーク強化事業） 

 

税制支援：11 件 

 全国で初めて、本特区内の企業である㈱安川電機が、国際戦略総合特区指定法人の指

定を受けるなど、着実に活用実績が上がっている。 

税制支援の活用により、企業の研究開発機能の強化や生産拠点化に向けた積極的な設

備投資、新たな事業展開が促進され、本特区の取組が加速している。 

 

金融支援（利子補給金）：6件 

   全国の国際戦略総合特区で初めて、本特区内の企業である東邦チタニウム㈱が、利子

補給金を活用した融資を受けて、設備投資を行うなど、着実に活用実績が上がっている。 

金融支援の活用により、企業の研究開発機能の強化や生産拠点化に向けた積極的な設

備投資、新たな事業展開が促進され、本特区の取組が加速している。 

 

   これら支援措置の活用により、平成 24 年度に 300 億円を超える設備投資が決定し、300

人を超える雇用（直接分のみ）が創出された。 

 

 

 

６ 地域独自の取組の状況及び自己評価（別紙４） 

  （地域における財政・税制・金融上の支援措置、規制緩和・強化等、体制強化、関連す



 

る民間の取組等） 

   地域独自の支援措置に関しては、税制支援として、不動産取得税、固定資産税等の課

税免除の創設、財政支援として、福岡県企業立地促進交付金の交付率 5%上乗せ、金融支

援として、グリーンアジア国際戦略総合特区推進資金の創設など、地域として目標達成

に向けて様々な措置を講じ、本特区の取組の推進に努めている。 

 

７ 総合評価 

  実施スケジュールに従い各事業を進めており、着実に進捗している。 

これまでに全国で初めて、国際戦略総合特区指定法人の指定（㈱安川電機）及び利子補

給金支援制度の活用（東邦チタニウム㈱）を行ったのをはじめ、本特区計画に沿った民間

事業者の事業展開が着実に進み、600 億円を超える設備投資が見込まれている。 

また、設備投資の動きが大企業から中小企業へ、さらには周辺地域に拡大してきたこと

から、全国で初めて区域の追加を行った。 

加えて、本特区の地域協議会の会員数も当初の民間企業 240 社から 300 社を超えるまで

に拡大するなど、地域が一体となって本特区の取組を推進する体制が強化された。 

平成 25 年度以降は、総合特区の支援措置のさらなる活用及び地域独自の支援措置の充実

などを通じて、企業・研究機関の取組をさらに支援することにより、環境を軸とした産業

の拠点化を目指し、引き続き総合特区の取組を強力に推進する。 

 



別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成22年） 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

目標値 0.7兆円 1.0兆円 1.3兆円 1.6兆円 2.1兆円

実績値 0.2兆円 1.0兆円

進捗度
（％）

144.1%

評価指標（１）
当地域が貢献する
環境を軸とした産
業の年間売上高

代替指標の考え方または定性
的評価
※数値目標の実績に代えて代
替指標または定性的な評価を用
いる場合

数値目標（１）
年間売上高 約0.2兆円
→約5.2兆円（H32年）

　数値目標の設定においては、各事業ごとに現状や市場動向を踏まえて目標値を設定し、これらを積み上げることによって
本特区全体の目標値とした。
　具体的には、政府の「新成長戦略（H22.6）」、経済産業省工業統計表などの国の公表資料及び富士経済の各種データな
どを基に、対象事業の市場規模を推計した。これに、福岡県のGDPの数値、対象企業・大学等に関する資料などから、本地
域の各事業のシェア等を推計し、売上高を算出した。
  我が国のグリーンイノベーションを先導することで、環境を軸とした産業の売上高を大幅に拡大させ、国の新成長戦略に掲
げられたグリーン・イノベーションにより2020年までに50兆円超の新規市場を創出するとの目標のうち、その約1 割にあたる
約5兆円の追加売上高を目指す。

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、数値の
根拠に代えて計画の進行管理
の方法等

寄与度(※)：－（％）

　本特区では、地域に蓄積された、産業・技術・人材・ネットワークなどの強みを活かし、アジアの活力を取り込むことで、グ
リーンイノベーションをアジアから世界に展開する拠点となることを目指している。
　具体的には、成長するアジアにおける喫緊の課題に対応するため、都市環境インフラのパッケージによるビジネス化を図
る『Ⅰ「アジア低炭素化センター」によるパッケージを中心にした環境ビジネスのアジア展開』に取り組む。その過程で培われ
る都市環境インフラ等に関する構造化された知識とネットワークにより、相乗効果をもった形で、世界各国の環境ニーズに
対応した製品の開発・生産につながる『Ⅱグリーンイノベーションを主導する産業拠点の形成』に取り組む。これら製品の材
料を確保し、使用・廃棄後のリサイクル等を進めるため、循環型社会システムの構築と希少資源の確保を図る『Ⅲ資源リサ
イクル等に関する次世代拠点の形成と展開』に取り組み、将来的には高度なリサイクルシステムをアジアへ展開する。これ
らを進めていくことで、日本全体に波及効果をもたらすことが可能な環境を軸とした産業拠点の形成を図る。
　上記の３つの取組の下支えとして、マーケティング・セールス機能の充実、及びヒト・モノ・カネの往来を加速する必要があ
るため、『Ⅳアジアとのネットワークを活用したシームレスなビジネス環境の実現』に取り組み、広くアジアの市場を含むバ
リューチェーン構築を図り、アジアの成長活力を取り組んでいく。
 ※４つの柱と８つの事業は別紙１－２に整理

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業



別紙１

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合は要因分析）
及び次年度以降の取組の方向
性

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

８つの事業のうち特に「④環境配慮型高機能・高コストパフォーマンス製品開発・生産拠点の構築」で目標達成率が147%と
大きく実績が上がっており、本特区の取組は着実に進捗している。
　平成25年度以降は、総合特区の支援措置のさらなる活用及び地域独自の支援措置の充実などを通じて、企業・研究機関
の取組をさらに支援することにより、環境を軸とした産業の拠点化を目指し、引き続き総合特区の取組を強力に推進する。

○環境のトップランナーとしての本地域の強みを活かした取組を、官民一体となっ
てより一層進めていく。
　中国製被牽引車（シャーシ）の国内公道走行については、円滑な走行ルートの
確保・走行時の安全確保の観点から、今後とも関係機関と継続して協議を進めて
いく。
○自治体間の繋がりの強化やシームレスなグリーン物流の活用等により、アジア
へのビジネス展開の取組を進めていく。
　産学官のネットワークを活用しながら、各プロジェクトの連携を図り、Ｒ＆Ｄから量
産までの一貫した拠点を整備していく。

○地元のエコ・グリーンに関する浸透度は非常に大きい。また、行政、企業の取組みも積極的
である。総合すると極めて熟度が高いと言える。（巷間でインタビューしてもかなりの人が理解
している。）箱崎ふ頭の事業に関しては警察との調整が信号等に関してあるので時間がかかる
可能性があるが、総じて順調に進んでいると言える。
○東京や大阪に比べれば、小さいものの、一定の集積を持つ福岡・北九州であれば、インパク
トのある国際化を推進でき、全国にもインパクトを与えることができる。既に、福岡市、北九州
市ともに、韓国や中国との連携という意味では実績を積んでおり、この機会に近隣諸国との経
済・社会関係の一層の発展を遂げることができると考えられる。アジアとの関係強化の中に将
来のビジネスチャンスを見出す必要がある日本にとっても重要なプロジェクトである。有機ＥＬ、
燃料電池などの研究開発、環境・低炭素の実証プロジェクト、規制緩和等については、それぞ
れのプロジェクトがばらばらになっている嫌いがあるので、県と2市、産業界、研究者（大学）が
さらに緊密に連携して、個々のプロジェクトを一つの方向へと向けていく努力が必要である。

［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］

外部要因等特記事項

■現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等



別紙１－２

目標達成に向けた実施スケジュール
特区名：グリーンアジア国際戦略総合特区

年
月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

全体 ・区域追加 ●区域追加決定

・特区計画変更 ●二次 ●三次 ●四次 ●五次 ●六次

・ＰＲ活動
※シンポジウム（2月） ※シンポジウム（時期未定）

・評価

※開発・実証後、事業化

⑥

（24年1月福岡アジアビジネスセンター開設）

リチウムイオン電池リサイク
ル

⑧中小企業のアジア展開支
援

PVリサイクル

『Ⅳアジアとのネットワークを活用した
シームレスなビジネス環境の実現』

⑦東アジア海上高速グリー
　物流網と拠点の形成

H28

協議

『Ⅰ「アジア低炭素化センター」によるパッ
ケージを中心にした環境ビジネスのアジア
展開』

①アジア低炭素化センター
（環境ビジネスのアジア展開
支援）

H24 H25 H26

協議

H27

②官民連携による海外水ビ
ジネスの展開

⑤グリーンイノベーション研
究拠点の形成

『Ⅲ資源リサイクル等に関する次世代拠点
の形成と展開』

レアメタルリサイクル

③スマートコミュニティ創造
事業

『Ⅱグリーンイノベーションを主導する
産業拠点の形成』

④環境配慮型高機能・高コ
ストパフォーマンス製品開
発・生産拠点の構築

都市環境インフラのパッケージ化、海外とのネットワークを活かしたマーケティング活動、技術・製品等の展開支援

水ビジネスにおける官民の技術・ノウハウのパッケージ化、海外とのネットワーク

水ビジネスの国際戦略拠点づくり

実証で得られた技術・ノウハウのパッケージ化、海外・国内他地域への展開スマートコミュニティの実証推進

使用済み小型電子機器リサイクルを事業として開始

研究会（社会システム、技術開発） 国プロ等による事業の推進
研究会（研究会の検討状況による）

有機ＥＬや次世代燃料電池等の研究開発プロジェクトの実施

開発・実証の実施
有機光エレクトロニクス実用化開発センター、次

世代燃料電池産学連携研究センターの整備

設計開発機能の誘致や生産設備の増強による拠点を構築し、アジアへの輸出を拡大

水素エネルギーや風力発電などの先導的な実証フィールドを活かし、アジアに向けたマーケティング・セールスの実施

「福岡アジアビジネスセンター」を中心に、中小企業のアジア展開を幅広く支援。アジアとの双方向の経営者交流を推進。ベンチャー企業の育成・起業支援

箱崎ふ頭国際国内ＲＯＲＯターミナル整備 箱崎ふ頭国際国内ＲＯＲＯターミナル供用（H27以降予定）

低コスト汎用PVリサイクル処理
実用化の検討、本格的社会実験低コスト汎用PVリサイクル処理技術の開発 技術確立

環境分野における先導的な研究開発を産学連携で推進
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■規制の特例措置を活用した事業の実績及び評価

特定国際戦略（地域活
性化）事業の名称

関連する数値目標 事業の実施状況
直接効果

（できる限り数値を用いること）
自己評価 規制所管府省による評価

規制所管府省名：＿＿＿＿＿＿＿
□　特例措置の効果が認められる
□　特例措置の効果が認められない
　　　⇒□要件の見直しの必要性あり
□　その他

＜特記事項＞

■国との協議の結果、全国展開された措置を活用した事業の実績及び評価

全国展開された
措置の名称

関連する数値目標 事業の実施状況
直接効果

（できる限り数値を用いること）
自己評価 規制所管府省による評価

該当なし

規制所管府省名：＿＿＿＿＿＿＿
＜参考意見＞

■国との協議の結果、現時点で実現可能なことが明らかとなった措置による事業の実績及び評価

現時点で実現可能なこ
とが明らかとなった措

置の概要
関連する数値目標 事業の実施状況

直接効果
（できる限り数値を用いること）

自己評価 規制所管府省による評価

外国人招聘に係る手
続きの簡素化

数値目標（１）

未実施
（既存の制度を活用するほか、本
特区の案件で、かつ緊急を要する
案件である場合は、国と指定自治
体とが協力し、手続きの簡素化・
迅速化に向けて対応するもの）

－
今後、事業の進捗に応じ
て、活用を行うこととしてい
る

規制所管府省名：外務省
規制協議の整理番号：530
＜参考意見＞

今後も必要に応じ協力してい
くことといたしたい。

該当なし

※関連する数値目標の欄には、別紙１の評価指標と数値目標の番号を記載してください。
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圧縮水素運送自動車
複合容器・附属品に対
する刻印方式の特例
の創設

数値目標（１）

未実施
（圧縮水素運送自動車用複合容
器及び付属品再検査時の刻印に
代る措置として、必要事項を打刻
した証票貼付を可能とするもの）

－
今後、事業の進捗に応じ
て、活用を行うこととしてい
る

規制所管府省名：経済産業省
規制協議の整理番号：547
＜参考意見＞

水素ステーション併設
に係る給油取扱所の
規制

数値目標（１）

未実施
（水素ステーションを併設した給油
取扱所における水素ディスペン
サーとガソリンディスペンサーの
並列設置を可能とするもの）

－
今後、事業の進捗に応じ
て、活用を行うこととしてい
る

規制所管府省名：消防庁
規制協議の整理番号：548
＜参考意見＞

■上記に係る現地調査時指摘事項
［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］
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■財政・税制・金融支援の活用実績及び自己評価（国の支援措置に係るもの）

事業名 関連する数値目標 年度 H23 H24 累計 自己評価

125,000 75,000 200,000

（千円） （千円） （千円）

社会資本整備総
合交付金の内数
（H24年度予算に

て対応。）

22,373

22,373（千円）＋
社会資本整備総
合交付金の内数
（H24年度予算に

て対応。）

（千円） （千円） （千円）

0 0 0

（千円） （千円） （千円）

社会資本整備総
合交付金の内数
（H24年度予算に

て対応。）

22,373

22,373（千円）＋
社会資本整備総
合交付金の内数
（H24年度予算に

て対応。）

（千円） （千円） （千円）

財政支援措置の状況

財政支援要望

国予算(a)
（実績）

総事業費(a+b)

自治体予算(b)
（実績）

『Ⅰ「アジア低炭素
化センター」による
パッケージを中心に
した環境ビジネスの
アジア展開』
・アジア低炭素化セ
ンター（環境ビジネ
スのアジア展開支
援）
・官民連携による海
外水ビジネスの展開
・スマートコミュニ
ティ創造事業

数値目標（１）

　事業については、予定通り進捗してい
るが、現時点では既存予算制度の枠組み
で事業を実施している状況である。
　本特区事業について、各府省の予算制
度の重点配分、及び各府省庁の予算を補
完する総合特別区域推進調整費の活用が
図られていない。積極的な財政支援につ
いて、引き続き国へ働きかけを行ってい
く。
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421,107 5,689,802 6,110,909

（千円） （千円） （千円）

0

476,517（千円）＋
社会資本整備総

合交付金、次世代
半導体回路構成

実用化支援事業、
固体酸化物形燃

料電池を用いた事
業用発電システム
要素技術開発、国

内立地推進事業
費補助金の内数

476,517（千円）＋
社会資本整備総合
交付金、次世代半

導体回路構成実用
化支援事業、固体

酸化物形燃料電池
を用いた事業用発
電システム要素技
術開発、国内立地

推進事業費補助金
の内数

（千円） （千円） （千円）

0 77,392 77,392

（千円） （千円） （千円）

0

553,909（千円）＋
社会資本整備総

合交付金、次世代
半導体回路構成

実用化支援事業、
固体酸化物形燃

料電池を用いた事
業用発電システム
要素技術開発、国

内立地推進事業
費補助金の内数

553,909（千円）＋
社会資本整備総合
交付金、次世代半

導体回路構成実用
化支援事業、固体

酸化物形燃料電池
を用いた事業用発
電システム要素技
術開発、国内立地

推進事業費補助金
の内数

（千円） （千円） （千円）

　事業については、予定通り進捗してい
るが、現時点では既存予算制度の枠組み
で事業を実施している状況である。
　本特区事業について、各府省の予算制
度の重点配分、及び各府省庁の予算を補
完する総合特別区域推進調整費の活用が
図られていない。積極的な財政支援につ
いて、引き続き国へ働きかけを行ってい
く。

国予算(a)
（実績）

自治体予算(b)
（実績）

財政支援要望

数値目標（１）

総事業費(a+b)

『Ⅱグリーンイノ
ベーションを主導す
る産業拠点の形成』
・環境配慮型高機
能・高コストパ
フォーマンス製品開
発・生産拠点の構築
・グリーンイノベー
ション研究拠点の形
成
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260,000 39,944 299,944

（千円） （千円） （千円）

0

レアアース・レアメ
タル使用量削減・
利用部品代替支

援事業の内数

レアアース・レアメ
タル使用量削減・

利用部品代替支援
事業の内数

（千円） （千円） （千円）

0 0 0

（千円） （千円） （千円）

0

レアアース・レアメ
タル使用量削減・
利用部品代替支

援事業の内数

レアアース・レアメ
タル使用量削減・

利用部品代替支援
事業の内数

（千円） （千円） （千円）

371,500 396,054 767,554

（千円） （千円） （千円）

社会資本整備
総合交付金の
内数（H24年度

予算にて対
応。）

社会資本整備総
合交付金、港湾機

能高度化施設整
備事業、ＡＰＥＣ中
小企業ＣＥＯネット
ワーク強化事業の

内数

社会資本整備総合
交付金、港湾機能

高度化施設整備事
業、ＡＰＥＣ中小企
業ＣＥＯネットワー

ク強化事業の内数

（千円） （千円） （千円）

0 490,404 490,404

（千円） （千円） （千円）

社会資本整備
総合交付金の
内数（H24年度

予算にて対
応。）

490,404（千円）＋
社会資本整備総

合交付金、港湾機
能高度化施設整

備事業、ＡＰＥＣ中
小企業ＣＥＯネット
ワーク強化事業の

内数

490,404（千円）＋
社会資本整備総合
交付金、港湾機能

高度化施設整備事
業、ＡＰＥＣ中小企
業ＣＥＯネットワー

ク強化事業の内数

（千円） （千円） （千円）

　事業については、予定通り進捗してい
るが、現時点では既存予算制度の枠組み
で事業を実施している状況である。
　本特区事業について、各府省の予算制
度の重点配分、及び各府省庁の予算を補
完する総合特別区域推進調整費の活用が
図られていない。積極的な財政支援につ
いて、引き続き国へ働きかけを行ってい
く。

自治体予算(b)
（実績）

数値目標（１）

『Ⅲ資源リサイクル
等に関する次世代拠
点の形成と展開』
・資源リサイクル等
に関する次世代拠点
の形成

財政支援要望

国予算(a)
（実績）

総事業費(a+b)

数値目標（1）

財政支援要望

総事業費(a+b)

国予算(a)
（実績）

①国土交通省所管の社会資本整備総合交
付金については要望額どおり交付され，
福岡市第二産学連携交流センターの建築
に着手した。
②既存の補助制度（社会資本整備総合交
付金，港湾機能高度化施設整備事業）の
重点配分を行うことにより，事業の進捗
が図られた。
③交流プログラムを通じて経営者同士の
相互理解が深まるとともに、具体的なビ
ジネス案件にも発展しており、事業効果
が上がっている。

『Ⅳアジアとのネッ
トワークを活用した
シームレスなビジネ
ス環境の実現』
・東アジア海上高速
グリーン物流網と拠
点の形成
・中小企業のアジア
展開支援

自治体予算(b)
（実績）
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税制支援措置の状況

事業名 関連する数値目標 年度 H23 H24 累計 自己評価

『Ⅰ「アジア低炭素
化センター」による
パッケージを中心に
した環境ビジネスの
アジア展開』
・アジア低炭素化セ
ンター（環境ビジネ
スのアジア展開支
援）
・官民連携による海
外水ビジネスの展開
・スマートコミュニ
ティ創造事業

数値目標（1） 件数 0 1 1

平成24年度に１件の適用があった。投資
促進税制の適用により、企業の投資活動
が促進され、本特区の取組が推進され
た。

『Ⅱグリーンイノ
ベーションを主導す
る産業拠点の形成』
（国際戦略総合特区
設備投資等促進税
制）
・環境配慮型高機
能・高コストパ
フォーマンス製品開
発・生産拠点の構築
・グリーンイノベー
ション研究拠点の形
成

数値目標（１） 件数 0 8 8

平成24年度に8件の適用があった。投資促
進税制の適用により、企業の投資活動が
促進され、本特区の取組が推進された。
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『Ⅲ資源リサイクル
等に関する次世代拠
点の形成と展開』
・資源リサイクル等
に関する次世代拠点
の形成

数値目標（1） 件数 0 2 2

平成24年度に２件の適用があった。投資
促進税制の適用により、企業の投資活動
が促進され、本特区の取組が推進され
た。

金融支援措置の状況

事業名 関連する数値目標 年度 H23 H24 累計 自己評価

『Ⅱグリーンイノ
ベーションを主導す
る産業拠点の形成』
・環境配慮型高機
能・高コストパ
フォーマンス製品開
発・生産拠点の構築
・グリーンイノベー
ション研究拠点の形
成

数値目標（１） 件数 0 6 6

平成24年度に6件の適用があった。金融支
援により、企業の利子負担が軽減され、
本特区の取組が推進された。

■上記に係る現地調査時指摘事項
［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］

○引き続き、必要な財政支援措置について国に働きかけを行なっていく。○有機ＥＬ、燃料電池、それぞれが競争的資金を重要な研究
資金としており、競争下での資金継続が可能なように、国にお
ける制度の発展的な継続を促すような取組が求められよう。
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地域独自の取組の状況及び自己評価（地域における財政・税制・金融上の支援措置、規制緩和・強化等、体制強化、関連する民間の取組等）

■財政・税制・金融上の支援措置

財政支援措置の状況
事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

福岡県北部九州自動車150万台
先進生産拠点推進事業

数値目標（１） ≪非公表≫

産学官が一体となり、地場企業の参入支援、関連企業の集
積、自動車先端人材の育成や研究開発支援などの取り組み
を総合的に推進した結果、150万台の生産能力を持つ世界に
11カ国しかないような有数の拠点に成長した。生産台数も
142万台を記録し、部品地元調達率も60%に到達するなど、
生産拠点の形成が着実に進んでいる。
　

福岡県

福岡県水素エネルギー戦略事
業

数値目標（１） ≪非公表≫

福岡水素エネルギー戦略会議は、平成16年8月設立以来会員
数を大きく増やしており、水素人材育成では延べ800人を超
える人材を育成しているほか、戦略会議の支援により新た
に製品開発を行っている企業は15社を数えるなどの実績を
上げており、本県は水素の拠点として全国的に認知されて
いる。
　平成21年3月に設立した公益財団法人水素エネルギー製品
研究試験センターでは、多様な試験要望に対応し、計画を
上回る受注試験を実施。

福岡県

※このページについては、事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある情報を含むことから、一部非公表といたします。

≪非公表≫ 福岡県
国際戦略総合特区設備投資等促進税制に加え、本事業を実
施することで、企業の投資活動が促進され、本特区の取組
が推進された。

福岡県企業立地促進交付金
（グリーンアジア国際戦略総
合特区特例）

数値目標（１）
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福岡県先端システムＬＳＩ開
発拠点化事業

数値目標（１） ≪非公表≫

福岡先端システムＬＳＩ開発拠点推進会議は、平成13年2月
設立以来、会員数、集積企業数を大きく増やしている。半
導体関連人材育成では延べ10,000人を超えるとともに、製
品開発支援事業の実施や、設計・試作・実証を一貫して支
援できる拠点設備を整備するなど、先端半導体の総合支援
拠点として活動を実施している。

福岡県

福岡県ロボット産業振興事業 数値目標（１） ≪非公表≫
会員数については、増加している。
研究開発助成したものが製品化に繋がる取組として、平成
25年度からは実証実験支援を行うこととしている。

福岡県

福岡県航空機産業振興事業 数値目標（１） ≪非公表≫

平成22年7月に航空機産業振興会議が設立されて以来、２年
余りの間に会員数は73企業・団体（平成25年4月5日時点）
となり、航空宇宙展への出展や航空機産業セミナーの実施
等、本事業を実施することで、会員企業の航空機産業参入
への関心・気運を高めるとともに、会員企業及び北九州空
港の県外でのＰＲにつながった。

福岡県

福岡県企業立地促進交付金 数値目標（１） ≪非公表≫

当該交付金については、誘致対象の企業に対して、個別・
具体的な勧誘等を行う際、企業に与えるインセンティブの
一つとして位置づけ。
本県に立地する企業の「新たな設備投資のための初期投
資」を軽減する優遇措置であり、県内での設備投資推進に
つながった。

福岡県

※このページについては、事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある情報を含むことから、一部非公表といたします。
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福岡県有機光エレクトロニク
ス産学連携実用化基盤セン
ター運営整備事業

数値目標（１） ≪非公表≫

平成23年度からセンター整備に着手し、平成25年度から本
格稼働したが、センター整備前から産業化研究会を実施す
るとともに、研究シーズを有するOPERAにおいて共同研究の
ための準備を着実に行った。
今後は、センターを中核に、有機ELデバイスの一大開発拠
点となるための取組を行っていく。

福岡県

福岡県レアメタルリサイクル
推進事業

数値目標（１） ≪非公表≫

産業用電子機器からのタンタルリサイクル、蛍光管からの
レアアースリサイクルの事業化により、資源確保が求めら
れているレアメタルの国内循環に貢献するとともに、県内
環境産業の振興が図られた。

福岡県

福岡県アジアビジネスセン
ター事業

数値目標（１） ≪非公表≫

福岡ABCでは、県内企業の海外展開をワンストップで支援。
各種セミナー等の開催に加え、個別の相談について、常勤
スタッフや専門アドバイザーによる情報提供、企業紹介、
助言等のサポートを提供。これらの取組の結果、平成25年3
月末までに5,370人が福岡ABCを利用、県内企業等から337件
の相談案件を受け、うち26件が成約に至った。

福岡県

福岡県アジア中小企業経営者
交流拡大事業

数値目標（１） ≪非公表≫

本プログラムを通じて経営者同士の相互理解が深まるとと
もに、福岡県企業からアジア企業へのOEM委託生産をはじ
め、工場進出や代理店契約などの具体的なビジネス案件に
発展しており、事業効果が上がっている。

福岡県

※このページについては、事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある情報を含むことから、一部非公表といたします。

北九州市≪非公表≫
採択企業の海外での事業展開や、本事業の結果に基づいた
次段階の調査等に結びついており、企業の海外進出への寄
与している。

北九州市中小企業アジア環境
ビジネス展開支援助成金

数値目標（１）
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※このページについては、事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある情報を含むことから、一部非公表といたします。

北九州市

北九州市

現在、RO膜（逆浸透膜）のリサイクルについて支援を行っ
ており、さらに新たな案件も模索しているところである。

≪非公表≫

北九州市

≪非公表≫

≪非公表≫

北九州市

北九州市

≪非公表≫

市内に新たに工場等を新設（増設）する企業に対する補助
制度で、環境・エネルギー関連を中心とした企業の集積に
寄与している。

毎年予算額を上回る申請があっており、順調に事業化へと
結びついている。

革新的な低炭素化技術の実証・事業化を目指す研究開発を
支援するもので、グリーンイノベーション研究拠点の形成
に寄与している。

≪非公表≫
北九州市海外水ビジネス推進協議会を中心に、官民が連携
した取組により、着実に実績を積み重ねている。

数値目標（１） ≪非公表≫

数値目標（１）

北九州市

他都市と比較しても優位性のある補助制度であり、今後の
成長分野である環境・エネルギー技術革新企業の集積に寄
与している。

北九州市
参画企業各社におけるスマートコミュニティ関連技術の開
発・実証が順調に進んでいる。

≪非公表≫

数値目標（１）

北九州市海外水ビジネスの推
進事業

数値目標（１）

北九州市低炭素化技術拠点形
成事業（研究開発助成）

北九州市環境未来技術開発助
成金

数値目標（１）

北九州市企業立地促進補助金

数値目標（１）

北九州市スマートコミュニ
ティ創造事業補助金

数値目標（１）

北九州市３Ｒ技術高度化研究
会への支援

北九州市環境・エネルギー技
術革新企業集積特別助成金
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福岡市住宅用太陽光発電シス
テムやエネファーム設置に対
する助成制度

数値目標（１） ≪非公表≫
住宅用太陽光発電システム、エネファームともに申請が募
集件数を上回る状況であり、順調に普及が進んでいる。

福岡市

福岡市EV導入やEV充電器設置
に関する助成制度

数値目標（１） ≪非公表≫
電気自動車補助については申請が募集件数を上回る状況に
あるが、充電設備については申請件数が減少してきてお
り、更なる普及が望まれる。

福岡市

※このページについては、事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある情報を含むことから、一部非公表といたします。

北九州市アジア貨物等物流拠
点化効果促進補助金

北九州貿易・投資ワンストッ
プサービスセンター運営費

数値目標（１）

数値目標（１）
北九州市海外見本市等出展助
成

数値目標（１）

≪非公表≫

領土問題などの影響により、利用件数が伸びなかったと分
析している。平成25年度に向け、中小企業が利用しやすい
よう助成制度改正を行ったので、今後より多くの利用を見
込まれる。

北九州市

北九州市
円高等の影響により企業立地が進まず、本補助金の活用に
は至らなかったが、今後の活用に繋がる協議は進んでい
る。

北九州市

≪非公表≫

≪非公表≫

厳しい財政状況の中、予算額は減額されているが、外国企
業との商談件数は増えており、費用対効果が高く、順調に
支援が行われている。

北九州市企業遊休地活用モデ
ル事業

北九州市数値目標（１） ≪非公表≫
平成24年度から事業として始め、≪非公表≫件の企業立地
が行われ、一定の成果が出ている。

北九州市
北九州市国際ＲＯＲＯ航路誘
致事業

数値目標（１）

数値目標（１）
北九州市モーダルシフト推進
補助事業

毎年多くの申請、実績が上がっており、物流部門における
CO2削減を実現するモーダルシフトの推進に大きく寄与して
いる。

≪非公表≫ 北九州市

平成24年度の補助実績は≪非公表≫件であるが、航路誘致
に向けた活動を行うなど、本特区の目的達成に向け、一定
度寄与したものと考えられる。

≪非公表≫
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福岡スマートハウスコンソー
シアムに実証実験の場とし
て、アイランドシティ内のレ
ンガハウスを無償貸与

数値目標（１） ≪非公表≫

国内のみならず、海外からも視察があり、最新技術の情報
発信、参加企業との交流の場となっている。
今後は地場企業の参画や海外や一般市民への情報発信を強
化する予定。

福岡市

福岡市立地交付金 数値目標（１） ≪非公表≫ 同制度を活用した環境関連企業の誘致に今後も取り組む。 福岡市

福岡市研究開発拠点形成促進
事業

数値目標（１） ≪非公表≫
計画通り建設が進んでおり、今後も平成25年10月の開設に
向けて準備を進める。

福岡市

博多港ROROターミナルの整備 数値目標（１） ≪非公表≫
既存の補助制度（社会資本整備総合交付金、港湾機能高度
化施設整備事業）の重点配分を行うことにより、事業の進
捗が図られた。

福岡市

税制支援措置の状況
事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

グリーンアジア国際戦略総合
特区における不動産取得税の
課税免除

数値目標（１） ≪非公表≫

平成24年10月に制度創設。
国際戦略総合特区設備投資等促進税制に加え、本制度を実
施することで、企業の投資活動を促進し、本特区の取組が
推進されている。

福岡県

グリーンアジア国際戦略総合
特区における固定資産税の課
税免除

数値目標（１） ≪非公表≫

平成24年9月に制度創設。課税の対象は平成25年からとなる
ため、平成24年度の実績はない。
国際戦略総合特区設備投資等促進税制に加え、本制度を実
施することで、企業の投資活動を促進し、本特区の取組が
推進されている。

北九州市

グリーンアジア国際戦略総合
特区における固定資産税及び
都市計画税の課税免除

数値目標（１） ≪非公表≫

福岡市内で平成25年度以降に1件の適用予定。今後も、制度
の周知等継続予定。
国際戦略総合特区設備投資等促進税制に加え、本制度を実
施することで、企業の投資活動を促進し、本特区の取組が
推進されている。

福岡市

※このページについては、事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある情報を含むことから、一部非公表といたします。
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金融支援措置の状況
事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

グリーンアジア国際戦略総合
特区推進資金

数値目標（１） ≪非公表≫
国の利子補給制度とあわせた活用が図られている。
企業の投資活動の促進につながった。

福岡県
北九州市
福岡市

北九州市環境産業融資 数値目標（１） ≪非公表≫
中小企業の資金調達には有効であり、件数は少ないものの
一定の成果をあげていることから、引き続き事業を継続す
る。

北九州市

北九州市企業立地促進資金融
資

数値目標（１） ≪非公表≫
民間金融機関の利率が低いため、過去2年の実績は良くない
が、企業誘致のインセンティブとして、制度を継続する事
が必要と考える。

北九州市

北九州市臨海部産業用地貸付
制度

数値目標（１） ≪非公表≫
円高等の影響により企業立地が進まず、本貸付制度の活用
には至らなかったが、今後に繋がる協議は進んでいる。

北九州市

北九州市貿易振興資金融資 数値目標（１） ≪非公表≫
経済状況の見通しが不透明な中、融資利用者が減少したと
考えている。しかし、一定数の利用があり、十分な体力を
もたない中小企業に対しては有効な支援である。

北九州市

福岡市企業立地促進資金融資 数値目標（１） ≪非公表≫ 今後も，制度の周知等継続予定。 福岡市

■規制緩和・強化等
規制緩和

取組 関連する数値目標 直接効果（可能であれば数値を用いること） 自己評価 自治体名

「※このページについては、事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある情報を含むことから、一部日公表といたします。」
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規制強化
取組 関連する数値目標 直接効果（可能であれば数値を用いること） 自己評価 自治体名

その他
取組 関連する数値目標 直接効果（可能であれば数値を用いること） 自己評価 自治体名

タイ工業省工業局と環境関連
企業の同国進出を支援する協
定を締結（H24.8）

数値目標（１）

本協定締結のきっかけの一つとなった案件である
が、「北九州市中小企業アジア環境ビジネス展開
支援助成金」も活用し、省エネルギー型照明機器
の製造販売を行う豊光社（本社：北九州市）がタ
イに進出（子会社を設立）（H24.11）

協定締結により、環境ビジネスのアジア展開に弾みがつい
た。
今後も、国及び地域独自の支援措置などを合わせて活用
し、さらに取組を推進していく。

北九州市

インドネシア・スラバヤ市と
「環境姉妹都市締結に関する
覚書」を締結（H24.11）

数値目標（１）

「政府開発援助海外経済協力事業委託費による途
上国政府への普及事業」（外務省）も活用し、廃
棄物リサイクルを行う西原商事（本社：北九州
市）がインドネシア・スラバヤ市で家庭用ごみの
リサイクル事業に着手（H25.2）

協定締結により、環境ビジネスのアジア展開に弾みがつい
た。
今後も、国及び地域独自の支援措置などを合わせて活用
し、さらに取組を推進していく。

北九州市

「ウォータープラザ北九州」
の整備に当たり、北九州市が
（独）新エネルギー・産業技
術総合開発機構（NEDO）、民
間企業それぞれと覚書を締結
（H22.2）

数値目標（１）

北九州市が下水道用地の無償提供、排水の受け入
れなどの協力を実施し、「ウォータープラザ北九
州」が整備され、国内外から4,000名（海外：約
900名）を超える視察者が訪れるなど、水関連技
術の情報発信拠点としての役割を果たしている。

ウォータープラザは国内外から高い注目を集め、北九州市
のプレゼンスを高めている。さらなる水ビジネスの推進に
向けウォータープラザを中核とした水ビジネスの国際戦略
拠点づくりを進めることにしている。

北九州市

北九州市東田地区において、
構造改革特区制度を活用し、
電力の特定供給を当該実証エ
リアで実施（H15～）

数値目標（１）

国際物流特区の規制緩和項目であった「資本関係
等によらない密接な関係による電力の特定供給」
を活用し、電力需給組合に加入する需要家への電
力の供給が可能となり、現在も電気事業者によら
ない、電力供給を継続している。

電力需給組合による特定供給エリアの強みを活用した、ス
マートコミュニティ創造事業の実証研究が進められてお
り、今後も引き続きこの取組を継続する。

北九州市

北九州市東田地区（実証エリ
ア）において、地域の電力需
要に応じて電力料金を変化さ
せるダイナミックプライシン
グを試験導入（H24～）

数値目標（１）
ピークカット効果
H24年夏季：20％強
H24年冬季：20％強

住宅向けのダイナミックプライジング実証において、一定
のピークカット効果が発現するなど、国際的にも有意な結
果が得られた。

北九州市
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■体制強化、関連する民間の取組等

民間の取組等

■上記に係る現地調査時指摘事項
［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］
なし

・上記会議を定例的に開催し、取組の着実な推進を図った（H24通年）
・本特区の取組・成果を広く発信し、さらなる企業・団体等の参画を促すとともに、特区の成果を県内企業に波及させていくため、経済界と共
同で「グリーンアジア国際戦略総合特区推進フォーラム」を開催（H25.2）

体制強化

（全体）
・地域一体となって総合特区を推進するため、福岡県、北九州市、福岡市の３自治体共同事務局を福岡県庁内に設置（H24）
（アジア低炭素化センター（環境ビジネスのアジア展開支援））
・アジア地域の低炭素化を通じて、地域経済の活性化を図るための中核施設として、「アジア低炭素化センター」を設立（H22）
（官民連携による海外水ビジネスの展開）
・官民が連携して海外水ビジネスへの参入を目指し、「北九州市海外水ビジネス推進協議会」を設立（H22）
（スマートコミュニティ創造事業）
・「次世代エネルギー・社会システム実証」を推進するため、参画企業等を中心に「北九州スマートコミュニティ創造協議会」を設立（H22）
・地域の実情に即したスマートコミュニティの創造を目指し、福岡市全体に波及するモデルを構築するため、「アイランドシティスマートコ
ミュニティ構想検討委員会」を設置（H23）
（環境配慮型高機能・高コストパフォーマンス製品開発・生産拠点の構築）
・産学官が連携し、開発から生産まで一貫して担える先進拠点を目指し、「北部九州自動車150万台先進生産拠点推進会議」を設立（H14）
・自動車産業の総合的な人材育成推進体制を強化するため、「福岡県自動車先端人材育成センター」を設立（H23）
・東アジア地域における先端的なシステムLSI開発拠点を構築するプロジェクトを推進するため、「福岡先端システムLSI開発拠点推進会議」を
設立（H12）
・新たなロボット産業の創出のため、研究開発等を支援する「ロボット産業振興会議」を設立（H15)
・研究開発、社会実証、人材育成など水素エネルギー社会の実現に不可欠な取り組みを総合的に推進するため、「福岡水素エネルギー戦略会
議」を設立（H16）
（グリーンイノベーション研究拠点の形成）
・次世代の有機ELデバイスの研究開発を行う「最先端有機光エレクトロニクス研究センター」を設立（H23）
・次世代有機ELの開発・実用化を進める「有機光エレクトロニクス実用化開発センター」を整備（H24）
・次世代燃料電池の実用化・製品化を進める「次世代燃料電池産学連携センター」を整備（H24）
（資源リサイクル等に関する次世代拠点の形成）
・電気自動車などの次世代自動車に欠かせないリチウムイオン電池のリユースとリサイクルの促進を目指し、「リチウムイオン電池リユース･
リサイクル研究会」を設立（H23）
（中小企業のアジア展開）
・県内中小企業の海外展開体制を強化するため、「福岡アジアビジネスセンター」を設立（H23）
・海外企業との貿易・投資・業務提携などを支援する「北九州貿易・投資ワンストップサービスセンター」を設立（H16）
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